交野市　条例適用申請に対する処分個票
[image: ]ID:　94　
担当部署:　健やか部 子育て支援課　
	処分の概要
	医療証の交付

	例規名
根拠条項
	交野市両親の保護を受けられない児童の医療費の助成に関する条例　第7条

	例規番号
	昭和53年条例第6号

	【根拠条文】
(医療証の交付)
第7条　市長は、前条の申請があつたときは、その資格を審査し、規則に定める医療証を交付する。

【基準】
第2条の規定による。
　　この条例により医療費の助成を受けることができる者(以下「対象者」という。)は、交野市の区域内に居住し、住民基本台帳法(昭和42年法律第81号)に基づく住民基本台帳に記録されている者で、かつ、国民健康保険法(昭和33年法律第192号)に規定する被保険者又は規則で定める社会保険に関する法律(以下「社会保険各法」という。)に規定する被扶養者のうち、満20歳に達する日の属する月の末日までの児童で、次の各号の一に該当し、かつ、現に養子縁組若しくは婚姻(婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。)又は就職をしていない者とする。
(1)　両親が死亡した者
(2)　両親の生死が明らかでない者
(3)　両親から遺棄されている者
(4)　両親が精神又は身体障害により長期にわたつて労働能力を失つている者
(5)　両親が法令により長期にわたつて拘禁されているためその扶養を受けることができない者
2　対象者のうち、次の各号の一に該当する者については、前項の規定にかかわらず、この条例による助成は行わない。
(1)　生活保護法(昭和25年法律第144号)による保護を受けている者
(2)　児童福祉法(昭和22年法律第164号)に基づく措置により医療費の支給を受けている者
(3)　前2号に掲げるもののほか、国が実施する医療費公費負担制度に基づき、負担すべき額について全額公費負担を受けることができる者
(4)　交野市重度障がい者の医療費の助成に関する条例(昭和48年条例第39号)、交野市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例(昭和55年条例第22号)又は交野市こどもの医療費の助成に関する条例(平成5年条例第23号)による医療費の支給を受けることができる者



	標準処理期間
	10日

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年6月30日
	最終変更年月日
	平成29年10月16日



1
image1.wmf

